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　私たちは、福島復興に向け主に次の活動を展開してい
ます（図１- １，図１-２）。

大震災発生直後からの緊急事態対応
　２０１１年３月１１日東日本大震災発生直後から、私たちは
災害対策基本法の指定公共機関として活動を開始し、事
故当日に現地への専門家派遣要請を受け、翌３月１２日専
門家７名がモニタリングなどに必要な機材を持参し、百
里基地から自衛隊ヘリで現地に移動しました。以後、現
在も対応は継続中です。２０１２年３月３１日までに、モニタ
リング要員等延べ４５３１８名を派遣しました。

放射線モニタリング
　人体への影響把握や除染計画を策定するためには放射
性物質の汚染状況や放射線線量率を正確に把握する必要
があります。そこで、大気中（トピックス１-１）や海洋
中（トピックス１-２）に放出された放射性物質のシミュ
レーション、環境放射能モニタリングデータの収集と世
界への発信（トピックス１-３）や国際監視ネットワーク
による大気中の放射性物質の測定（トピックス１-４）な
どを行い、文部科学省からの委託を受け、福島県の放射
性物質の沈着量分布を地上（トピックス１-５）で、我が
国全域における放射線量を航空機（トピックス１-６）で
モニタリングすることで汚染状況の把握を行っています。

環境修復
　放射性物質に汚染された環境を元に修復するために除
染を迅速に行うことが重要です。私たちは、除染について

内閣府からの委託を受け、ガイドライン作成，除染カタロ
グ作成，除染実証試験（トピックス１- ７ ， １-８）を行っ
ています。また、各種技術支援，　行政への技術指導やマ
ニュアル作成への協力も行っています。農地回復・土壌除
染に向けた取組み（トピックス１- ９，１- １０）や公園の除染
（トピックス１- １１）も実施し、除染効果を予測するソフト
ウェアの開発（トピックス１- １２）を行っています。また、
簡便な測定方法の開発（トピックス１- １３）やセシウム（Cs）
吸着材の研究開発（トピックス１- １４，１- １５）、事故後に行
われた防護対策の効果の検証（トピックス１- １６）、森林
汚染の実態解明に向けた取組み（トピックス１- １７）を
行っています。これらの研究を踏まえ、今後も環境回復
のための除染の最適化や効率化を図る研究を継続してい
きます。

コミュニケーション活動
　専門家を派遣して、科学的根拠に基づいたデータやそ
の解釈方法を解説し、普段抱いている質問に答える「放
射線に関するご質問に答える会」を福島県内にある全保
育園，幼稚園，小中学校約１７００校園を対象に実施してい
ます。２０１２年３月までに１６９校園，１２０００人以上の方に実
施しました。

人材育成
　資源エネルギー庁や福島県からの要請を受けて、放射
線管理要員や除染作業者に対する講習会を実施し、放射
線管理や除染ができる人材の育成などを行っています。

事故収束
コミュニケーション活動

放射線モニタリング

環境修復緊急時対応

人材育成

図１-１　私たちが福島復興に向けて取り組んでいる主な活動
原子力機構福島技術本部のホームページです。
（http://www.jaea.go.jp/fukushima/）

図１-２　福島県が制作した、県と県民などが一体と
なり新生ふくしまの創造に向けた気運醸成のための
ロゴマーク
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研究開発推進本部
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図１-３　政府・東京電力中長期対策会議体制
原子力機構は、このうち燃料集合体の長期健全性や建屋内の遠隔除染等の研究開発を担います。（東京電力株式会社福島第一
原子力発電所１～４号機（１F１～１F４）の廃止措置等に向けた研究開発計画について　原子力災害対策本部 政府・東京
電力中長期対策会議（平成２３年１２月２１日））より抜粋。

事故収束対応
　事故発生当初より、政府や東京電力株式会社に対する
助言を行い、中長期的に必要な研究を開始しています。
炉心溶融を正確に把握するために、炉心の溶融進展を
解析するためのデータ取得（トピックス１- １８）と１F　１
（トピックス１- １９）、１F２（トピックス１- ２０）の炉心内
での事故進展の予測を行っています。
　また、冷却に利用した汚染水処理に伴い発生する廃棄物
の処理処分へのアプローチ（トピックス１- ２１）として、ス
トロンチウム吸着剤の応用研究（トピックス１- ２２）や廃ゼ
オライトからの水素発生への対処方法（トピックス１- ２３）
を行っています。
　加えて、過酷な放射線環境下で利用できる水位計の開
発（トピックス１- ２４）も行っています。
　今後、１F１～１F４の廃止措置等に向けた中長期ロー
ドマップ（図１-３）に協力し、燃料集合体の長期健全性
や建屋内の遠隔除染等の研究開発を行う予定です。

全国の拠点からの対応状況
　各拠点共通的な活動として、文部科学省非常災害対策
センター（EOC），原子力緊急時支援・研修センターへ
の資機材並びに職員派遣，モニタリング ，除染モデル実
証事業，コミュニケーション活動，一時帰宅者対応など
に対する職員等の派遣を実施しました。

　敦賀本部
　大規模被ばく者発生時の医療班として福島県立医科大
学への職員派遣を実施しました。

　東海研究開発センター原子力科学研究所
　土壌等の環境試料をはじめ、炉心冷却で発生した滞留
水やその放射能除去に利用されたゼオライト等を分析し
ました。
　東海研究開発センター核燃料サイクル工学研究所
　放射性滞留水処理に係る分析や基礎試験、溶融燃料に
係る評価試験及び可燃性廃棄物焼却処理時のCs移行挙
動評価に係る試験などを実施しました。
　大洗研究開発センター
　使用済燃料プールから取り出した燃料集合体の長期健
全性評価として、ふげん使用済燃料被覆管を用いた塩水
浸漬試験や建屋内の遠隔除染技術の開発として床材を用
いたCs除染模擬試験などの研究開発を実施しました。
　那珂核融合研究所
　立地地域で浄水測定を実施しました。
　高崎量子応用研究所
　γ線照射施設を使って、事故後の原子炉建屋内部を調
査する災害救助ロボットQuinceの電子機器の放射線照
射試験や、海水の放射線分解による原子炉内での水素発
生の模擬実験などを実施しました。
　幌延深地層研究センター
　放射能分布作成における深度分布測定を実施しました。
　東濃地科学センター
　１F周辺の地下水流動解析などを実施しました。
　人形峠環境技術センター
　汚染されたガレキ等の焼却時のCsの挙動解析，グラン
ドカバー効果のある植物による総合的な土壌修復技術の
開発を実施しました。


